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・（レベ）企業立地促進事業 （960,000千円） ～立地企業に対する補助の拡充、企業誘致PR等の実施～

・ (レベ) 創業促進支援事業 （37,000千円） ～創業準備期から創業初期の企業の育成を図るためのセミナーや交流会等の実施、

後継者不足により廃業を検討している中小企業者と起業志望者とのマッチングの実施～

産業振興ビジョン改定版の方向性に沿い、様々な角度から産業振興、観光振興、就労支援を展開
Ｈ30年度 経済観光局予算額（補正反映後） 832億円（62億円）⇒Ｈ31年度 経済観光局予算額（補正反映後） 789億円（68億円） 前年比▲5.2％(+9.7%)

産業振興ビジョン［改定版］の推進に向けた令和元年度予算の状況 資料３

・【再掲】（レベ）中小企業経営支援事業 (61,000千円) ～企業の人材確保に関する支援～
・（レベ）札幌ＵＩターン就職支援事業 （52,000千円) ～道外の大学生等と道内企業等のマッチングを図る窓口の設置運営～

・（新）移住による就業者・起業創出事業 （32,000千円) ～東京23区からの移住者の経済負担軽減によるUIJターンの促進～

・(レベ)医療関連産業集積促進事業 （87,000千円)
～医療分野における市内大学等の先進的取組を生かした企業への補助、医療関連
産業の集積に向けた情報発信等の実施～

・映像産業振興事業 （109,000千円)
～映像産業及び映像を通じた他産業の活性化に向けた、撮影環境の整備や
撮影費の助成、国際共同映像制作の促進等～

・食品開発支援事業 （34,000千円）
～道内２次産業者と市内３次産業者の連携による道産新商品開発支援や、

異業種交流会の開催による道内食関連企業の連携促進～

・（レベ）中小企業経営支援事業 （61,000千円) ～中小企業に対する経営相談等の実施のほか、ＢＣＰ策定支援等～

・（新）IoT等生産性向上推進事業（5,000千円）～IoTツールの試験導入等による普及啓発の実施～

好調な観光需要を札幌経済へ波及させるため、魅力アップ
や受入環境整備を実施

「食」の魅力を生かした消費拡大や販路拡大、安全と信頼の確保

経営強化に繋がる省エネ推進、エネルギービジネス促進

集積する研究シーズの実用化、産業集積の促進

独自製品開発等による新たな市場創出、先端技術の活用

円滑な資金調達や自社の強みとなる付加価値の向上、商店街の持続的発展、物流機能強化・高度化、海外需要の積極的な獲得

魅力ある雇用の場の創出、都市間競争を勝ち抜くための立地環境整備、創業マインドの向上、創業支援の質・量の向上

担い手不足解消に向けた企業向けの人材確保と育成、若年層の地元定着のための就労支援、女性・高齢者の有業率向上、ニー
ズを踏まえたＵＩＪターンの推進
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・新製品・新技術開発支援事業（104,000千円)
～環境・エネルギー技術の開発を支援～

・札幌型省エネルギービジネス創出事業（2,500千円)
～省エネルギーに関する総合窓口を中心とした、新たなビジネスの創出に向けた
取組の実施～

・（新）総合案内板設置事業 （45,000千円)
～観光情報及び災害時の情報発信機能や非常用電源を備えたデジタルサイネージの設置～

・(レベ)健康医療バイオ産業支援事業（62,000千円)
～健康・医療関連企業の研究開発、産学連携、ビジネス機会拡大、新規参入や
若者の起業等を促進するための支援の実施～

※（ ）は中小企業融資対策資金貸付金とさっぽろプレミアム商品券事業費を除く

・ 食品海外販路拡大支援事業 （45,000千円)
～市内食関連企業の海外事業展開の促進に向けた現地市場視察や国内外
の展示会への出展、商社を活用した輸出の取組、認証取得等の支援～

・ＩoＴ推進コンソーシアム事業 （43,000千円)
～ＡＩ、ＩｏＴなどの先端技術を活用した新たなビジネス創出に向けた産学官の
連携によるコンソーシアムの運営、セミナー及び実証実験等への補助の実施～

令和元年9月 札幌市経済観光局

・（新）キャッシュレス推進事業 （104,000千円)
～外国人観光客の受入環境向上等のため、キャッシュレス決済導入に対する補助～

・観光資源発掘・魅力創出事業（33,000千円)
～夜間観光、食、体験型観光といった、札幌観光の課題となっているテーマ

について、新たな観光資源の創出等を行う事業者に対する補助～

・（新）宿泊施設非常用自家発電設備整備補助事業（425,000千円）
～災害時に旅行者を受け入れる一時滞在施設としての協定を締結した宿泊施設に、
非常用自家発電設備に係る費用を補助～


